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２０１７年２月号 

本月報はルーマニアの報道をもとに、日本大使館がとりまとめたものです。 

平成２９年３月１０日 

在ルーマニア大使館作成 

 

Embassy of Japan in Romania 

http://www.ro.emb-japan.go.jp 

 

 

主要ニュース 

【内政】●政府による緊急政令制定の動きに端を発した抗議デモに対し，緊急政令の撤回と法務相の辞任等によ 

          り正常化の条件が整う。 

【外政】●ユン・ビュンセ韓国外相がルーマニアを訪れ，メレシュカーヌ外相と会談したほか，グリンデアーヌ 

          首相及びヨハニス大統領を表敬。 

【経済】●１日，２０１７年２月１日から月額最低賃金が１，２５０レイから１，４５０レイに引上げられた。 

    ●７日，上下両院合同議会にて，２０１７年予算法が，賛成２０８票，反対１０５票で成立した。なお， 

     同日２０１７年社会保障予算法が，賛成２０８票，反対１０７票で成立した。 

    ●１４日，２０１６年第４四半期のＧＤＰ成長率（推定値）は対前年同期比４．７％（季節調整前）及 

     び４．８％（季節調整後）。２０１６年のＧＤＰ成長率は４．８％(季節調整前)。 

    ●１６日，ヨハニス大統領は，２０１７年国家予算法及び社会保障予算法に署名した。 

    ●２７日，公共財務省は，１月末のルーマニアの財政収支は約３０億２，４１０万レイ（約６億７，２ 

     ００万ユーロ），対ＧＤＰ比で０．３７％の黒字であったと発表。 

 

内政

■刑法改正に関する緊急政令を巡る動き 

【１日】 

・刑法改正に関する緊急政令の撤回を求める抗議デモ

は，ブカレスト市で１０～１５万人，全国で２０～３

０万人規模に達した（報道）。 

・一連の動きに対し，在ルーマニア米国，カナダ，ド

イツ，フランス，オランダ，ベルギー大使館は，ルー

マニア政府に対し，汚職との戦いを後退させることの

ないよう求める共同プレスリリースを発出した。 

・ＰＮＬ（国民自由党。中道右派・野党）及びＵＳＲ

（ルーマニア救出同盟。反既存政党勢力・野党）は，

グリンデアーヌ内閣の退陣を求める内閣不信任決議を

議会に提出した。 

・ ジャヌ・ビジネス環境・貿易・企業相が辞任を表

明した。 

 

【２日】 

・ヨハニス大統領は，今般の政府による緊急政令発出

は議会の立法権との間で法的な抵触を生じているとし

て，同緊急政令の合憲性につき憲法裁判所に判断を求

めた。 

・政府による緊急政令の撤回を求めて首相府前に集ま

った抗議デモは８～１０万人。 

・グリンデアーヌ首相は辞任の意向がないこと表明し

た。 

 

【５日】 

・グリンデアーヌ首相は，刑法を改正する緊急政令を

撤回する意向を表明した。記者会見の中で，同首相は，

この決定は，抗議デモ参加者を含む多くの人々の声に

耳を傾けた結果であるとした上で，本件については法

務相が一義的に責任を負うだろうと述べる一方，自身
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に辞任の意向はない旨改めて表明した。 

・緊急政令撤回を求める抗議デモは全国レベルで５０

万人に達したと報じられた。 

・大統領府前において，ヨハニス大統領の辞任を求め

る１，０００名規模のデモが行われた。 

 

【６日】 

・グリンデアーヌ政府の退陣を求め，首相府前に集ま

った抗議デモ参加者は１万５，０００人に達した。他

方，同内閣の支持を訴え，大統領府前に集まったデモ

参加者は，約１，５００人（報道）。 

 

【７日】 

・ヨハニス大統領は，ルーマニア議会春会期における

大統領演説（定例）において，今般の緊急政令を巡る

動きに関し，「法務相の辞任は十分ではない。しかし，

解散総選挙は行き過ぎである」旨述べた。そのほか，

同大統領は，政府は好調な経済成長を持続させ，ビジ

ネス環境を改善させるべきであり，もし今般の危機を

創り出した組織がそれを解決できないのであれば，自

分（ヨハニス大統領）は，大統領として解決のための

調整を行う用意がある旨述べた。 

 

【８日】 

・ＰＮＬ及びＵＳＲが提出したグリンデアーヌ内閣不

信任決議案が採決に付され，賛成１６１票，反対８票，

棄権３３，無効３３票で否決された。なお，内閣不信

任決議可決のためには２３３の賛成票が必要（ＰＮＬ，

ＵＳＲ及びＰＭＰ（国民の運動党。中道右派・野党）

の合計議席数は１６８）。 

・憲法裁判所は，ヨハニス大統領が求めていた政府に

よる緊急政令自体の合憲性判断に関し，緊急政令は，

議会の立法権を侵害するものではないとの判断を示し，

大統領の訴えを棄却した。 

 

【９日】 

・ヨルダケ法務相が辞任を表明。同法務相は，首相府

で行われた辞任記者会見において，「（恩赦及び刑法

改正に関する）すべてのイニシャティブは合法かつ合

憲であり，現在これらはすべて議会の審議にかけられ

ている。しかし，世論はそのことに満足していないた

め，今般辞任を決定した。」旨述べた。 

・憲法裁判所は，チョルベア・オンブズマンが求めて

いた刑法改正に関する緊急政令の合憲性判断に関し，

同緊急政令はもはや存在せず，合憲性判断を行う対象

を見出し得ないとして同申し立てを却下する旨の判断

を示した。 

 

【１０日】 

・ビルチャル欧州問題担当相が，法務相代行に任命さ

れた。 

 

【１２日】 

・政府の退陣及びドラグネア下院議長の辞職を求める

抗議デモの参加者数は，３～７万人（報道）に達した。 

 

【１３日】 

・議会は，大統領の発意による汚職との戦い及び公務

員の廉潔性に関する国民の意思を問う国民投票を実施

要求を承認した（その後，３月６日，ヨハニス大統領

は，同国民投票の実施を見送る考えを示した）。 

 

【１６日】 

・ヨハニス大統領は，２０１７年度予算を公布した。 

 

【２１日】 

・議会は，刑法の一部を改正する緊急政令１３号を撤

回するための緊急政令１４号を承認した。 

 

【２３日】 

・法務相を含むグリンデアーヌ内閣４閣僚が交代した。

法務相には，トゥドレル・トアデル前ヤシ「Ａ．Ｉ．

クザ」大学学長（元憲法裁判所判事），ビジネス環境・

貿易・企業相には，アレクサンドル・ペトレスク前経

済相が，経済相には，ミハイ・トゥドセ元経済相（ポ

ンタ内閣），欧州基金担当相には，ロバナ・プルンブ

元労働・家族・社会保障相（ポンタ内閣）がそれぞれ

就任した。 



ルーマニア月報 
 

- 3 - 

 大統領府における宣誓式の機会に，ヨハニス大統領

は，刑法の一部改正に関する緊急政令第１３号を撤回

する法律を本２３日中に公布するつもりであり，今般

の閣僚交代はグリンデアーヌ内閣を強化するもの，こ

れらによって状況が正常化に向かう条件は整ったと

述べた。 

 

【２４日】 

・ヨハニス大統領は，緊急政令１３号を撤回する緊急

政令１４号を公布した。これにより，刑法の一部を改

正する緊急政令１３号は正式に撤回された。 

・この日，政府の退陣を求めて首相府前に集まったデ

モ参加者は約５，０００名，他方，グリンデアーヌ内

閣を支持するデモへの参加者は約８．０００名（報道）。 

 

■その他 

・２７日，ＰＮＬの次期党首選出プロセスが６月１７

日までに完了する旨発表された（当初，ＰＮＬは３月

に党大会を開き，新党首を選出することとしていた）。 

 

■世論調査結果 

・１２日，ＰＳＤに近い機関が実施したとされる世論

調査結果の一部が公表された。その概要は次のとおり。 

－公的人物の信頼度 

 フィレア・ブカレスト市長        ５４％ 

 ヨハニス大統領             ４９％ 

 タリチャーヌ上院議長          ４２％ 

 キョベシＤＮＡ首席検事         ４２％ 

 ドラグネア下院議長           ３４％ 

 

－支持政党 

ＰＳＤ           ３９％（前回５０％） 

ＰＮＬ           ２４％（前回１５％） 

ＵＳＲ           １５％（前回１５％） 

 

外政 

■主な要人往来 

・６日，メレシュカーヌ外相は，ブリュッセルで開か

れたＥＵ外務理事会に出席した。 

・７日，ビルチャル欧州問題担当相は，ブリュッセル

で開かれたＥＵ総務理事会に出席した。 

・１４日，Tian Jin中国副マスメディア相がルーマニ

アを訪問し，ルーマニア・ラジオ放送局関係者と会談

した（それに先立ち，メレシュカーヌ外相は，Xu 

Feihong駐ルーマニア中国大使の表敬を受けた）。 

・１６日，ビルチャル欧州問題担当相は，ルーマニア

を訪れたバルニエＥＵ離脱に関するＥＵ首席交渉官と

会談した。 

・１７日，ヨハニス大統領は，ルーマニアを訪れたバ

ルニエ英国のＥＵ離脱に関するＥＵ首席交渉官と会談

した。 

・１７日，グリンデアーヌ首相は，メレシュカーヌ外

相とともにブリュッセルを訪問し，トゥスク欧州理事

会議長，ユンカー欧州委員会委員長とそれぞれ会談し

た。 

・１９日，メレシュカーヌ外相は，ミュンヘンで開催

されたミュンヘン安全保障会議に出席した。その機会

に，同外相は，エロー仏外相と会談し，フランスへの

訪問招請を受けた。 

・２０日，メレシュカーヌ外相は，ルーマニアを訪れ

たユン・ビュンセ韓国外相と会談した。ユン外相は，

このほか，グリンデアーヌ首相を表敬した（下記【韓

国関係】参照）。 

・２２－２３日，イー米国務省欧州・ユーラシア担当

次官補代理がルーマニアを訪れ，ネクラエスク外務次

官と会談したほか，コンスタンツァ「オヴィディウス」

大学で講演を行うなどした。 

・２７日，メレシュカーヌ外相は，ブダペストを訪問

し，シーヤールトー・ハンガリー外相と会談したほか，

オルバン首相を表敬した（下記【ハンガリー関係】参

照）。 

 

■北朝鮮関係 

・１４日，ルーマニア外務省は，１２日行われた北朝

鮮による弾道ミサイル発射実験に対する憂慮を示すプ

レスリリースを発出した。 

 

■米国関係 
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・１５日，メレシュカーヌ外相は，スチュワート米国・

ルーマニアビジネス評議会会長の表敬を受けた。 

 

■韓国関係 

・２０日，メレシュカーヌ外相は，ルーマニアを訪れ

たユン・ビュンセ韓国外相と会談した。ユン外相は，

このほか，グリンデアーヌ首相，ヨハニス大統領をそ

れぞれ表敬した。 

 ルーマニア・韓国外相会談では，両国の二国間関係

及び地域情勢について意見交換が行われた。二国間関

係では，メレシュカーヌ外相から，貿易・投資及びＥ

Ｕ韓国ＦＴＡを通じた経済関係の更なる強化に対する

期待が表明された。地域情勢では主に北朝鮮情勢が話

題となり，一連の北朝鮮による弾道ミサイル発射実験

に対する憂慮の意が示された。 

 グリンデアーヌ首相表敬では，運輸，運輸インフラ，

エネルギー貯蔵システム，スマートグリッド，保険・

医療インフラ，ＩＴなどの分野における協力の可能性

について意見が交換された。 

 

■ハンガリー関係 

・２７日，メレシュカーヌ外相は，ブダペストを訪問

し，シーヤールトー・ハンガリー外相と会談したほか，

オルバン・ハンガリー首相を表敬した。 

 ルーマニア・ハンガリー外相会談は，メレシュカー

ヌ外相により，「地域における諸国の好例となるよう

なルーマニア・ハンガリー二国間関係」構築のための

第一歩と位置付けられた。これに対し，シーヤールト

ー外相は，両国間の経済関係の重要性を指摘した。 

 このほか，メレシュカーヌ外相は，オルバン首相を

表敬したほか，ルーマニア外相として初めて，ハンガ

リー大使会議においてスピーチを行った。 

 

経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季

節調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

 

【１２月分統計】 

（１）鉱工業 

 １１月 １２月 

工業生産高  １．５％ ３．９％ 

工業売上高(名目)  ９．８％ ７．３％ 

工業製品物価指数 ▲０．２％ ０．９％ 

新規工業受注高(名目)  ７．９％ ２．６％ 

工業生産高が加速。工業売上高（名目）及び新規工業

受注高（名目）が減速。 

 

（２）販売 

 １１月 １２月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
９．３％ ８．４％ 

自動車・バイク売上高 １６．７％ １８．３％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

２．３％ 

 

EU２８か国 

３．４％ 

 

ユーロ圏 

１．８％ 

 

EU２８か国 

２．８％ 

 

自動車・バイク売上高が若干減速。 

なお，１２月の小売業売上高（ユーロスタット）対前

年同月比では，ルクセンブルク（＋１４．７％）が最

も増加し，次いでスロベニア（+１０．１％）及びルー

マニア（＋７．９％）。 

（３）その他 

建設工事 １１月 １２月 

▲９．９％ ▲１９．８％ 

建設工事が減速。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

１１月 １２月 

€５３億８５０万 

(１１．８％) 

€４３億１,１１０万 

(９．４％) 

RON２３９億３,０７０万 

(１３．５％） 

RON１９４億７,１７０万 

（１０．１％） 

輸

入 

€６１億７，１７０万 

（１１．６％） 

€５４億９,６５０万 

（７．５％） 

RON２７８億１,９２０万 

（１３．３％） 

RON２４８億２,５８０万 

（８．１％） 
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【１月～１２月分統計】 

（１） 鉱工業 

 １１月 １２月 

工業生産高  ０．４％ ― 

工業売上高(名目)  ４．４％ ４．７％ 

新規工業受注高(名目)  ７．６％ ７．３％ 

 

（２）販売 

 １１月 １２月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
１４．３％ － 

自動車・バイク売上高 １７．７％ － 

 

（３）その他 

建設工事  １１月 １２月 

１．５％ － 

建設工事が若干減速。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

１１月 １２月 

€５３０億７,２２０万

（４．８％） 

€５７３億８,５３０万 

(５．１％) 

RON２,３８１億８,８６０万 

（５．９％） 

RON２,５７６億６,９３０万 

（６．２％） 

輸

入 

€６１８億４,２１０万 

（６．９％） 

€６７３億４,２１０万 

（７．０％） 

RON２,７７５億１,９７０万 

(８．０％) 

RON３,０２３億６,０６０万 

(８．０％) 

貿

易

収

支 

▲€８７億６,９９０万 

（▲€１５億７, ５５０万） 

▲€９９億５,６８０万 

（▲€１５億９,０８０万） 

▲RON３９３億３,１１０万 

（▲RON７４億２,５８０万） 

▲RON４４６億９,１３０万 

（▲RON７５億１,０２０万） 

 

 【１月分統計】 

・消費者物価指数  

 １２月 １月 

全体 ▲０．５４％ ０．０５％ 

食料品価格 ０．６８％ １．１２％ 

非食料品価格 ▲０．８７％ ▲０．２４％ 

サービス価格 ▲１．８３％ ▲１．０８％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．１％ 

EU２８か国 

１．２％ 

ユーロ圏 

１．８％ 

EU２８か国 

１．７％ 

  なお，１２月の消費者物価指数（ユーロスタット）

対前年同月比では，アイルランド（▲０．２％）及び

ルーマニア（▲０．３％）が最も低く、次いでブルガ

リア（０．４％）。 

 

【その他統計】 

・１４日，ＩＮＳはルーマニアの２０１６年第４四半

期のＧＤＰ成長率（推定値）を対前年同期比４．７％

（季節調整前），及び４．８％（季節調整後），また対

前期比では１．３％（季節調整前）としそれぞれ据え

置いた。２０１６年のＧＤＰ成長率は４．８％(季節調

整前)。 (ＩＮＳ) 

 

■産業界の動向 

・１日，フランス自動車製造者委員会（ＣＣＦＡ）に

よると，１月におけるフランスでのダチア新規登録台

数は８，６５３台になり，対前年同月比で－２台（－

０．０％）減少した。フランスの自動車市場全体は＋

１０．６％増加した。（ＣＣＦＡ） 

・１３日，ルーマニア運転免許証・自動車登録局（Ｄ 

ＲＰＣＩＶ）によると，１月の新車登録台数が９，４

８０台に達し，対前年同月比で約１４．１８％増加し

た。(１３日付ＡＧ) 

・１６日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）によると，

１月におけるヨーロッパでのダチア自動車新規登録台

数は３万３，１８３台となり，対前年同月比で＋９．

５％増加した。 (ＡＣＥＡ) 

・１月３１日，ルーマニア自動車生産者輸入業者協会

(ＡＰＩＡ)によると，１月の車両販売台数は７，４３

６台で，対前年同月比で１２．６％増加した。２０１

７年１月のメーカー別自動車販売は１位がダチア(１，

４９１台，市場シェア：２５．１％，対前年同月比で
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１８．５％増加)で，次いでVolkswagen(９１６台、市

場シェア：１５．４％，対前年同月比で４７．５％増

加)，Skoda(６６２台，市場シェア：１１．１％，対前

年同月比で１７．６％増加)，Ford（４９８台，市場シ

ェア：８．４％，対前年同月比で９．０％増加），Renault

（３８１台，市場シェア：６．４％，対前年同月比で

４０．１％増加），Opel（２７８台，市場シェア：４．

７％，対前年同月比で８２．９％増加）。(１月３１日，

ＡＰＩＡ) 

 

■公共政策 

・１日，政府は，２０１７年２月１日から月額最低 

賃金を１，２５０レイから１，４５０レイに引上げる

と決定した。(アジェルプレス通信) 

・７日，上下両院合同議会にて，２０１７年予算法 

が，賛成２０８票，反対１０５票で成立した。なお，

同日２０１７年社会保障予算法が，賛成２０８票，反

対１０７票で成立した。（アジェルプレス通信) 

・１６日，ヨハニス大統領は，２０１７年国家予算法 

及び社会保障予算法に署名した。（アジェルプレス通

信) 

・欧州基金省は，２０１７年１月末の欧州基金執行率

（２００７～２０１３年）を９０．４４％と発表。１

月末は６３．４７％，７月末の７６．６９％，８月末

の８０．２３％，９月末の８６．７４％，１０月末の

８８．５９％から上昇，１１月末８９．１３％。(１月

３１日付欧州基金省) 

 

■財政政策 

・２７日，公共財務省は，１月末のルーマニアの財政

収支は約３０億２，４１０万レイ（約６億７，２００

万ユーロ），対ＧＤＰ比で０．３７％の黒字であったと

発表。前年末の財政収支は約４７億３，７７０万レイ

（約１０億５，２８０万ユーロ），対ＧＤＰ比で０．６

３％の黒字であった。(公共財務省) 

 

■金融等 

・１日，１月末の外貨準備高は３４５億１，８００万

ユーロ（１２月末の３４２億４，２００万ユーロから

増加），金準備高は１０３．７トンで不変。(ＢＮＲ) 

・７日，ルーマニア中央銀行は、政策金利を年率１．

７５％で据え置くことを決定した。(ＢＮＲ） 

・１３日，１２月末の経常収支等について次のとおり

発表。 

(1) 経常収支は４１億１，８００万ユーロの赤字。な

お，前年同期には１９億４，３００万ユーロの赤字で

あった。 

(2) 外国直接投資 (ＦＤＩ) は，４０億８，１００万

ユーロ。なお前年同期は３０億３，５００万ユーロ。 

(3) 中長期対外債務は，２０１５年末から２．０％減

少し，６９１億１，６００万ユーロ (対外債務全体の

７４．７％) 。 

(4) 短期対外債務は，２０１５年末から１７．８％増

加して，２３４億４１，６００万ユーロ (対外債務全

体の２５．３％) 。(ＢＮＲ) 

 

■労働・年金問題等 

・２日，国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）は，１２月末の失

業率を，１１月末の失業率から０．０２％ポイント増

加し，また，２０１５年１２月末の失業率から０．１

３％ポイント低下して，４．７７％となったと発表。 

(ＡＮＯＦＭ) 

・９日，１２月の平均給与(グロス)は，３，２５７レ

イ(約７２４ユーロ)で，対前月比で８．４％増加。平

均給与(手取り) は２，３５４レイ (約５２３ユーロ) 

で，対前月比で１８２レイ（８．４％）上昇。なお，

平均給与(手取り)が最も高かった業種は，原油処理分

野で(６，１２０レイ，約１，３６０ユーロ)で，反対

に最も低かったのは宿泊・飲食業(１，３３２レイ，約

２９６ユーロ)。(ＩＮＳ) 

 

■格付（２０１７年３月１０日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

    自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 
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ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

・１７日，日本大使館において，「第二回文化ダイアロ

グ」が開催された。 

・２４日，石井駐ルーマニア大使は，シャイデ副首相

兼地域開発・公共行政・欧州基金相を表敬し，耐震・

防災対策を中心に更なる二国間関係の発展について意

見交換した。 

 


